　３月９日（月） 一般質問　　自民党　井上議員
問１　人口減少対策について

（１）人口減少問題にどう対応していくかを真剣に議論することが重要であり、人口減少問題の専門家等を交えた議論の場を設置することなども検討してはどうかと考えるが、人口減少に係る課題をどう捉え、今後どう取り組むのか、所見を問う。

（総合政策局長）
（２）「第２期とやま未来創生戦略（案）」のポイントの１つとして、「県民の知恵とパワーを結集」させたことが謳われているが、県民の知恵とパワーを結集させた「自発型の地域づくり」の推進に向けて、県として今後どう取り組むのか、問う。
地域で生まれ育った人たちがその場所に住み続けたい、一旦県外に出ていった若者たちが戻ってきたい、と思えるような魅力ある地域を、地域の人々が自ら創っていくこと、所謂「自発型の地域づくり」が重要。
（総合政策局長）
（３）都市部から過疎地へ移り住む若者の定着を後押しする「地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」が本年６月から施行されるが、この法律の特色や目指すところは何か、また、法施行に向けた本県の今後の対応について、併せて問う。

同法は、深刻な人口急減地域について、自助努力を前提に財政支援を強化し、ひいては長期的に住みやすい地方へ人口が回帰するための重要な役割を担うものと認識する。
（総合政策局長）

（４）知事は提案理由説明で「何よりも次の時代を担う人づくりが重要、若い世代の未来に向けた意欲あるチャレンジを積極的に支援していく」旨発信されたが、次の時代を担う人づくり、特に若者の意欲あるチャレンジへの支援について、知事の想いを問う。

　就任当初から開始し新年度に16年目を迎えるとやま起業未来塾などをはじめ、とやま観光未来創造塾、とやま科学オリンピックなどに取り組んできた。さらには、中山間地域創生総合戦略を踏まえた若者の中山間地域への移住・活躍支援などにも期待する。
（知　事）総合政策局まとめ　観光・交通振興局　商工労働部　教育委員会
問２　教育行政について
（１）子供たちが健やかに育ち、激しく変化していく社会を力強く生き抜いていくためには、いわゆる「知・徳・体」をバランスよく備えた生きる力を身につけさせることが重要であるが、未来を担う本県の子供たちを今後どう育てていくのか、所見を問う。

ICT教育も含めた学力向上を図る「知育」、社会性や困難に立ち向かう力を養う「徳育」、自身の身体を健やかに保つ姿勢や知識を身につける「体育」をバランスよく備えるべき。
（知　事）教育委員会
（２）「知・徳・体」に係る教育は、学校での取組みだけでなく、家庭、地域、学校が緊密に連携し、それぞれの役割をしっかりと担っていくことが必要であるが、家庭や地域、学校が連携した取組みについて、これまでの実績と今後の方針について、問う。

（教育長）
（３）近年の教員の大量退職、大量採用等により教員の経験年数の均衡が崩れ、先輩から後輩へ知識・技能が円滑に伝承されない状況がある。継続的な研修環境の整備・充実を図るなど、早急な対策が必要であると考えるがどうか、問う。
（教育長）
（４）全国の自治体の中には、教員採用試験に「大学推薦枠」を設け、各大学からの推薦を受けた学生は１次試験を免除するなどの取組みがあると聞くが、「大学推薦枠」の導入をはじめ、本県出身の優秀な教員確保にどう取り組むのか、既に「大学推薦枠」を導入している全国の自治体の状況と併せて、問う。

本県でも教員の採用倍率の低下は危機的状況にあり、他県や民間に流れている学生に本県に目を向けてもらう必要があると強く感ずる。
（教育長）
問３　安心して暮らせる社会づくりについて
（１）新型コロナウイルス対策について
ア　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、政府においてイベント等の自粛要請が行われていることを踏まえれば、イベント等の中止に伴う県有施設のキャンセル料については、免除するなどの対応が必要ではないかと考えるがどうか、所見を問う。
（知　事）経営管理部
イ　現段階で、県として県内の高齢者や高齢者施設の関係者に注意喚起したいことは何か、また、県内の感染症医療体制はどうか、問う。
WHOの調査結果を見るに、リスクが高齢者に集中していること、医療機関が混乱していた時期の致命率は高い一方、医療水準が整えば助かる患者が増えることを示している。
（厚生部長）
（２）意欲ある元気な高齢者が地域活動などに積極的に参加し、活躍できる仕組みづくりが重要と考えるが、県として高齢者の社会参加にどう取り組むのか、所見を問う。
　本県の高齢者のうち、要介護及び要支援認定を受けている人は約２割弱で、８割以上の皆さんは元気な高齢者と考えられ、また、内閣府が昨年実施した「社会意識に関する世論調査」によれば、60歳以上の約６割の方々が社会貢献をしたいとの結果がある。
（知　事）厚生部
（３）第７期富山県介護保険事業支援計画の取組方針を踏まえ、新年度予算でどの施策に重点を置き、当面する2025年問題に対応した医療介護の連携や地域包括ケア体制の強化、さらには、長期的視点に立った超高齢社会へどう対応していくのか、問う。
（厚生部長）
（４）民間を含めた地域の力を結集した互助、共助のネットワークを構築し、高齢者が地域とつながりを持って自立できる体制を確立していく必要があると考えるが、将来の世帯構成の変化を踏まえた独居高齢者対策にどう取り組むのか、問う。
千葉県柏市では、65歳以上が４割を占める「豊四季台団地」において、市や都市再生機構等が協力して高齢者向けの住宅を整備し、高齢者が安心して元気に暮らせる先進的な「長寿社会のまちづくり」プロジェクトが進められ、高く評価されていると聞く。
（厚生部長）
（５）中高年のひきこもり対策について、県として、当事者や家族の実情に即した支援体制の構築を急ぐべきと考えるが、今後どう取り組むのか、問う。
　今年度のひきこもり実態調査の結果速報で、約４千人が40歳～59歳の中高年層であり、8050問題という言葉が生まれるほど事態は深刻さを増しており、親亡き後、本人をどう支えるかという課題に直面している。
（厚生部長）
